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第１章 計画策定にあたって 
 

１．計画策定の趣旨 

人口減少社会の到来を迎えた我が国においては、進行する少子化が大きな課題とされ、子

ども・子育て支援の重要性がうたわれてきました。近年では共働き家庭の増加等を背景とし

て、低年齢児からの保育ニーズの急増と待機児童の慢性的な発生が社会問題として注目を集

めています。また、核家族化の進行や地域のつながりの低下により、子育てにおいて保護者

に役割と責任が集中する傾向が強まっており、子育て家庭の支援がこれまで以上に求められ

ています。 

国においては、少子化対策を総合的に進めるため、平成 15 年に「次世代育成支援対策推進

法」を制定し、次世代を担う子どもたちの育成を支援するための様々な事業を展開してきま

した。しかし、依然として出生数の減少が続いていたことから、平成 24 年８月に「子ども・

子育て関連３法」を制定し、子ども・子育てに関する新たな支援制度が平成 27 年度より開始

されました。 

平成 28 年６月には「児童福祉法」「児童虐待防止法」が改正され、児童について、適切な

養育を受け、健やかな成長・発達や自立等を保障されること等の権利を有することが児童福

祉法の理念として明確化されるとともに、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連

の対策の更なる強化が図られています。さらに令和元年６月の児童福祉法の改正では、「しつ

け」を名目とする体罰の禁止が明文化されるなど、児童虐待防止の強化に向けた法整備が進

んでいます。 

また、令和元年には「子ども・子育て支援法」が改正され、少子化対策の重要施策として

３歳児以上の幼児教育・保育の無償化が令和元年 10 月より全国的に開始されました。 

本市では、平成 27 年３月に「三木市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子ども・子

育て支援に関する施策を総合的に推進してきました。また、平成 29 年度からは全国に先駆け

て３歳児以上の幼児教育・保育の無償化と、０～２歳児の保育料の半額助成を実施し、子育

て家庭の支援の充実を図ってきました。令和元年度に「子ども・子育て支援事業計画」の計

画期間が満了となることに伴い、近年の社会情勢や本市の子どもや子育て家庭を取り巻く現

状、計画の進捗状況等を踏まえた見直しを行い、本市の子ども・子育て支援に関する施策を

総合的・計画的に推進するための指針として、「第二期三木市子ども・子育て支援事業計画」

（以下、「本計画」という。）を策定します。 
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２．計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」

として、国の「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」を踏まえて策定する、子ども・子

育て支援に係る総合的な計画です。 

策定にあたっては、本市のまちづくりの総合的指針である「三木市総合計画」、及び地域福

祉分野における基本的な方向性を示した「三木市地域福祉計画」を上位計画とし、「三木市教

育振興計画」「三木市幼保一体化計画」「三木市障害児福祉計画」などの関連する計画との調

和と整合性を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画の期間 

本計画は令和２年度から令和６年度までの５年間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 
  

平成 

27 年度 
・・・ 

平成 

31 年度 
（令和元年度） 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

          

 

第二期三木市子ども・子育て支援事業計画 
（本計画） 

第一期計画 第三期計画 

三 木 市 総 合 計 画 

 
○教育振興計画 

○幼保一体化計画 

○その他の計画 

関連計画 

 
三木市地域福祉計画 

○障害児福祉計画 

調和 

整合 

 

第二期三木市 

子ども・子育て 

支援事業計画 

本計画 
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４．計画の策定体制 

本計画を推進するためには、行政、事業所、市民が一体となった取組が必要です。そのた

め、計画の策定段階より、関係機関、団体、市民との連携を図り、幅広い議論のもとに策定

作業を進めました。 

 

（１）みきっ子未来応援協議会による協議 

「子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）」第 77 条第 1 項の規定に基づく合議制

の機関として、三木市では「みきっ子未来応援協議会」を位置づけ、計画策定に向け、子ど

も・子育て支援に関する事項を協議しました。 

 

実施日 会議等 内容 

平成 30 年 

７月 30 日（月） 

平成 30 年度第１回みきっ

子未来応援協議会全体会 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画策定にか

かるニーズ調査について 

平成 30 年 

11 月 29 日（木） 

平成 30 年度みきっ子未来

応援協議会第１回子育て

環境部会 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画策定にか

かるアンケート調査の質問項目について 

平成 31 年 

３月 20 日（水） 

平成 30 年度第２回みきっ

子未来応援協議会全体会 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画策定のた

めのアンケート調査結果速報報告 

令和元年 

８月 27 日（火） 

令和元年度第１回みきっ

子未来応援協議会全体会 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画について 

・第二期三木市子ども・子育て支援事業計画に関する

ニーズ調査結果報告書 

・第二期三木市子ども・子育て支援事業計画（骨子案） 

・第二期子ども・子育て支援事業計画策定スケジュール 

令和元年 

９月 25 日（水） 

令和元年度みきっ子未来

応援協議会第１回子育て

環境部会 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画（骨子案）

について 

令和元年 

12 月 12 日（木） 

令和元年度第２回みきっ

子未来応援協議会全体会 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画（素案）

について 

令和元年 

12 月 25 日（水） 

～１月24日（金） 

パブリックコメントの 

実施 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画（案）に

対する意見募集 

令和２年 

３月４日（水） 

～３月19日（木） 

令和元年度第３回みきっ

子未来応援協議会全体会 

（書面開催） 

○第二期三木市子ども・子育て支援事業計画（案）に

ついて 
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（２）三木市子ども・子育て支援事業計画策定のためのアンケート調査の実施 

平成 31 年１月 25 日～２月 15 日に「三木市子ども・子育て支援事業計画策定のためのアン

ケート調査」を実施し、子育て支援に関する子育て家庭のニーズ等について調査を行いまし

た。 

 

 
配布数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童保護者 2,425（全数） 1,322 54.5％ 

小学生児童保護者 1,000（無作為抽出） 480 48.0％ 

 

 

（３）事業者ヒアリング等の実施 

平成 31 年３月 11 日に「三木市子ども・子育て支援事業計画策定に係る意見聴取会」を実

施し、子育て支援に関する就学前教育・保育に関わる教職員、事業者、支援者の立場からみ

た三木市の子育て世帯の課題や、支援のあり方についてヒアリングを行いました。さらに、

教育・保育の見込み量と確保方策の検討にあたっては、私立の就学前施設を運営する法人か

らヒアリングを行い、今後の利用ニーズの動向や整備の見通しについて、情報共有を図りま

した。 

また、本計画について、市民から幅広い意見を募るため、計画案に対するパブリックコメ

ントを実施しました。 
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第２章 子どもと子育て家庭を取り巻く現状 
 

１．社会情勢 

我が国の少子化は急速に進行しています。合計特殊出生率※は３年連続で低下しており、平

成 30 年で 1.42 となっています。女性の社会進出に伴う低年齢児の保育ニーズの増大、核家

族化の進行や地域のつながりの希薄化による子育て不安を抱える保護者の増加など、子育て

をめぐる地域や家庭の状況は変化し続けており、結婚や出産・子育てに関する一人一人の希

望がかなう社会の実現に向けて、引き続き社会全体で子ども・子育て支援を推進していくこ

とが求められています。 

国においては、平成 24 年８月に成立した子ども・子育て関連３法（「子ども・子育て支援

法」、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改

正する法律」、「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律」）に基づき、幼児教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進する新たな制度

（以下、「新制度」という。）が平成 27 年４月から施行されました。新制度のもとでは、「子

どもの最善の利益」が実現される社会をめざして、幼児期の教育・保育の一体的な提供、保

育の量的拡充、家庭における養育支援などを総合的に推進していくことが求められています。 

平成 28 年６月には「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定され、「希望出生率 1.8」の

実現に向け、若者の雇用安定・待遇改善、多様な保育サービスの充実、働き方改革の推進等

の対応策が掲げられています。また、25 歳から 44 歳の女性就業率の上昇や、保育の利用希

望の増加が見込まれることから、平成 29 年６月に「子育て安心プラン」を公表し、女性就業

率 80％にも対応できる約 32 万人分の保育の受け皿を平成 30 年度から令和４年度末までに整

備することとしており、平成 29 年 12 月に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」で

は、これを前倒しし、令和２年度末までに整備することとしています。さらに令和元年 10月

には、幼児教育・保育の無償化制度が開始され、全国的に３歳児以上の幼児教育・保育の無

償化が実施されました。 

こうした国の取組の一方で、増大する待機児童の解消や、幼児教育・保育における人材確

保が全国的に問題となっており、地方自治体における子育て支援の大きな課題となっていま

す。 

近年社会的な注目を集めている子どもの貧困問題については、貧困状態にある家庭の経済

状況が子どもの学力や進学に影響し、それが成人後の就労などに影響することで、結果とし

て貧困状態が連鎖してしまうことが問題となっており、国・地方自治体における対策が課題

となっています。国においては、平成 26 年に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が施

行されるとともに、「子供の貧困対策に関する大綱」が閣議決定され、重点的な取組が開始さ

れています。また、令和元年６月に成立した「改正子どもの貧困対策法」では、市町村にお

いても子どもの貧困対策の推進が努力義務とされています。  
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２．人口・世帯の状況 

 

（１）総人口の推移 

三木市の人口は平成 27年国勢調査で 77,178 人、14 歳以下の子どもの人数は 8,996 人とな

っています。年齢別人口割合をみると、39 歳以下人口の割合が減少し、65歳以上人口の割合

が増加しています。 

 

■年齢別総人口の推移 

 

 

 

 

 

■年齢別人口割合の推移 

 

 

  

20,807 19,872 16,410 13,975 12,421 11,226 10,197 8,996 

28,515 27,947 
27,271 

27,364 26,284 24,439 
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18,207 

21,721 26,039 30,246 32,231 
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30,593 
27,889 

25,405 

4,727 
5,223 6,022 7,753 8,962 

9,708 
11,518 

13,411 

2,527 
3,555 

4,408 5,237 6,468 
8,395 

9,744 
11,119 

84,445 86,562 86,117 84,361 
81,009 

77,178 

0
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80,000

100,000

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

(人）

総数

75歳以上

65-74歳

40-64歳

15-39歳

0-14歳

26.6 24.0 19.4 16.1 14.4 13.3 12.6 11.7 

36.4 
33.8 

32.3 
31.6 30.5 29.0 26.7 23.6 

27.7 
31.5 

35.8 
37.2 

37.1 
36.3 

34.4 
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6.0 6.3 7.1 9.0 10.4 
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14.2 
17.4 

3.2 4.3 
5.2 6.0 7.5 10.0 12.0 14.4 
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75歳以上

65-74歳

40-64歳

15-39歳

0-14歳

資料：国勢調査 

※人口の総数には年齢不詳人口を含む 

資料：国勢調査 
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（２）住民基本台帳に基づく推計人口 

本市の人口は、長期的に減少傾向が見込まれており、14 歳以下の若年人口についても、減

少が続く見込みとなっています。 

 

■年齢別人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■若年人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日時点 平成 31 年までは実績値） 

資料：住民基本台帳人口（各年４月１日時点 平成 31 年までは実績値） 

9,207 9,075 8,922 8,736 8,559 8,438 8,245 8,081 7,926 7,096 6,277 5,661 

19,456 18,918 18,581 18,164 17,785 17,416 17,109 16,714 16,318 14,805 13,659 12,302 
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12～14歳

９～11歳

６～８歳

３～５歳

０～２歳
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305

45

-8
-70

-756

-368

-41

40 20
22

-30

34

-35 -23 -58 -33 -18 -3 -14

-1,000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

０～

４歳

５～

９歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85～

89歳

90歳

以上

（人） 男性 女性 合計

（３）人口動態の推移 

自然動態※の推移をみると、平成 25 年以降、各年において出生数が死亡数を下回り、自然

減となっています。社会動態※の推移においても、各年において転入数が転出数を下回り、社

会減で推移していますが、平成 29年以降はその差が 100 人以下となっています。 

 

■自然動態の推移               ■社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県統計課「兵庫県推計人口」 

 

（４）年齢別純移動数 

平成 26 年から平成 30 年の５年間の三木市の年齢別の純移動数（転入者数－転出者数）の

合計をみると、０～４歳は転入超過、20 歳台は大幅に転出超過となっています。独身者の転

出と子育て世帯の転入があったと考えられます。 

 

■年齢別純移動数（平成 26 年～平成 30年の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

  

525 499 481 505 474 437 

852 837 781 
854 855 906 

-327 -338 -300 -349 

-381 -469 

-600

-300

0

300

600

900

1,200

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

（人）
出生数 死亡数 自然動態増減

2,137 
2,184 2,292 2,424 2,540 2,436 

2,723 
2,469 2,478 2,554 2,548 2,508 

-586 

-285 -186 -130 -8 -72 
-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

（人）
転入数 転出数 社会動態増減



9 

301 311 
291 290 290 

104 
132 125 120 113 

0

100

200

300

400

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（件）
婚姻件数 離婚件数

1.23 1.21 
1.07 

1.15 

1.34 

1.41 

1.38 

1.25 

1.41 
1.48 

1.42 

1.36 1.26 
1.39 

1.45 

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

三木市 兵庫県 全国

（５）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、平成７年から平成 17 年にかけ減少し、その後増加に転じ、平成 27 年

は 1.34 となっています。また、県・国と比較すると、各年最も低い値で推移しています。 

 

■合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県「平成 29 年保健統計年報」          

 

 

（６）婚姻・離婚件数の推移 

婚姻件数は平成 25 年以降 300 件前後で推移し、平成 29 年は 290 件となっています。 

離婚件数は平成 27 年以降減少で推移し、平成 29 年は 113 件となっています。 

 

■婚姻・離婚件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：兵庫県「人口動態調査」           
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15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

三木市 99.8 95.8 76.9 52.0 41.5 31.7 25.7

兵庫県 99.7 95.0 72.1 45.2 33.1 27.3 23.0

全国 99.7 95.0 72.7 47.1 35.0 30.0 25.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（％）

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

三木市 99.6 92.1 64.5 38.8 27.2 21.5 16.1

兵庫県 99.5 92.3 62.7 35.9 24.8 19.5 16.4

全国 99.4 91.4 61.3 34.6 23.9 19.3 16.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（％）

（７）５歳階級別未婚率の推移 

男性の未婚率をみると、25～49 歳で年々増加傾向にあります。平成 27年と平成 12 年を比

較すると、35～49 歳で 10 ポイント以上増加しています。また、県・全国との比較では、44

歳以下で最も高い値となっています。 

 

■男性の未婚率の推移            ■男性の未婚率の比較（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

女性の未婚率をみると、35～49 歳で年々増加傾向にあります。平成 27年と平成 12 年を比

較すると、男性と同様、35～49 歳で 10 ポイント以上増加しています。また、県・全国との

比較では、20～24 歳、45～49 歳を除いた年齢区分で最も高い値となっています。 

 

■女性の未婚率の推移            ■女性の未婚率の比較（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

平成12年 99.6 93.1 71.6 43.1 24.1 14.4 10.2

平成17年 99.8 92.7 73.1 47.6 31.7 20.8 15.2

平成22年 99.4 94.2 74.6 51.5 36.5 27.8 19.3

平成27年 99.8 95.8 76.9 52.0 41.5 31.7 25.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（％）

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

平成12年 99.4 90.3 61.5 29.9 12.9 6.0 4.7

平成17年 99.2 89.7 64.9 37.1 20.5 12.5 5.5

平成22年 99.4 91.0 64.8 40.2 25.7 17.0 11.0

平成27年 99.6 92.1 64.5 38.8 27.2 21.5 16.1

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0
（％）
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23,411 24,088 25,078 
28,471 28,609 

3.31 
3.12 

2.93 
2.77 2.63 

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人）（世帯数）
一般世帯数 １世帯当たり人員

（８）世帯数と世帯類型別構成比の推移 

世帯数は年々増加し、平成 27 年では 28,609 世帯と、平成７年から約 5,200 世帯増加して

います。一方、1 世帯当たり人員数は年々減少し、平成 27 年では 2.63 人と、平成７年から

0.68 人減少しています。 

平成 27 年の世帯類型別構成比の割合をみると、ひとり暮らし世帯の割合は 22.3％で、全

国・県と比べ低くなっている一方、核家族世帯の割合は 64.6％と、全国・県を上回っていま

す。 

 

■世帯数と１世帯当たり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査          

 

■世帯類型別構成比の比較（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査       

  

22.3 

32.8 

34.6 

64.6 

59.4 

55.9 

12.6 

7.1 

8.6 

0.5 

0.6 

0.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三木市

兵庫県

全国

ひとり暮らし 核家族世帯 核家族以外の世帯 非親族を含む世帯
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8,081 8,151 7,272 6,233 5,796 5,429 5,263 4,883 

3,927 3,956 
3,651 

3,143 
2,532 

1,914 1,326 981 

365 387 
356 

348 
368 

457 
459 

502 

12,373 12,494 
11,279 

9,724 
8,696 

7,800 7,048 
6,366 

23,854 24,052 

21,265 

17,885 

15,756 

13,937 
12,513 

11,237 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

昭和55年 昭和60年 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（人）（世帯数）
子どものいる世帯計

その他の世帯

三世代同居世帯

核家族世帯

子ども数（18歳未満）

（９）子どものいる世帯数の推移 

18 歳未満の子どものいる世帯は、平成 17 年から平成 27 年の 10 年間に約 1,500 世帯減少

しています。特に、三世代同居世帯の減少が顕著です。 

 

■18歳未満の子どものいる世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（10）ひとり親世帯 

18 歳未満の子どものいる世帯に占めるひとり親世帯の割合は、近年上昇しており、平成 27

年では 6.4％で国・県とほぼ同水準です。 

 

■18歳未満の子どものいる世帯に占めるひとり親世帯の比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査           
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3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

平成

７年

平成
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平成

17年

平成

22年

平成

27年

（％）

三木市

兵庫県

全国
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67.7 

81.2 

71.9 73.7 

78.1 
79.8 

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％）

三木市

兵庫県

全国

290 

216 

139 

1,025 

897 

677 

1,936 

1,476 

1,279 

1,990 

2,025 

1,585 

2,138 

1,940 

2,036 

2,350 

2,061 

1,904 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

平成17年

平成22年

平成27年

平成17年

平成22年

平成27年

平成17年

平成22年

平成27年

平成17年

平成22年

平成27年

平成17年

平成22年

平成27年

平成17年

平成22年

平成27年

（人）

主に仕事 家事のほか仕事 家事

その他 有配偶女性総数 1

20～24歳

25～29歳

35～39歳

30～34歳

40～44歳

45～49歳

（11）女性の年齢５歳階級別労働力率※ 

年齢別の女性の労働力率の推移をみると、平成17年から平成27年にかけて、特に30歳台、

40 歳台の労働力率（就業・休業・求職中の割合）が大きく増加しています。いわゆるＭ字カ

ーブの谷が浅くなっており、出産後も仕事を続けたり、早期に仕事を再開する女性が増加し

ていることがうかがえます。国・県と比較すると、三木市の女性の労働力率は国と同水準、

県平均を大きく上回って推移しています。 

 

■年齢別女性の労働力率の推移        ■年齢別女性の労働力率の比較（平成 27 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（12）有配偶女性の就業状況 

有配偶女性の年齢別の就業状況をみると、有配偶女性の人口は減少傾向ですが、家事従事

者（いわゆる専業主婦）の割合が減少し、「主に仕事」「家事のほか仕事」の割合が増加して

います。 

 

■有配偶女性の就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

67.7

81.2

71.9
73.7

78.1
79.8

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％）

平成27年

平成22年

平成17年

資料：国勢調査 
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３．子育てに関する状況 

平成 31 年１月から２月に実施した「三木市子ども・子育て支援事業計画策定のためのアン

ケート調査」においては、調査結果に基づき、本市の子ども・子育て支援に関する次のよう

な現状が示されています。 

 

（１）就学前施設の利用ニーズについて 

子育て中の母親の就労率が増加しています。国勢調査等の統計においても、子育て世代の女性

の労働力率が増加しており、今後もこの傾向が継続することが考えられます。こうした傾向は、

就学前保育や放課後児童健全育成（アフタースクール）事業のニーズの増加をもたらすことが予

想されます。三木市においては、国に先駆けて３歳児以上の就学前教育・保育の無償化を実施し

ていますが、実施から２年がたち、就学前施設の利用ニーズは増加しています。今回の調査でも、

就学前施設を利用していない保護者について、「利用したいが、教育・保育の施設に空きがない」

が増加しています。引き続き、就学前施設の利用率が高い状況が継続すると考えられます。 

 

（２）放課後児童健全育成（アフタースクール）事業の利用ニーズについて 

放課後児童健全育成（アフタースクール）事業については、就学前保護者の利用希望が大

幅に増加しており、就学前施設の利用の増加が、今後放課後児童健全育成（アフタースクー

ル）事業の利用の増加に反映されることが予想されます。 

休日利用についても、特に土曜日については、就学前保護者の約半数が利用を希望してお

り、小学生保護者の利用希望が約１割であるのに対して、大きな差があります。就学前の時

点での利用希望が、実際の利用ニーズにどの程度反映されるかについては、慎重な検討が求

■平日の「定期的な」教育・保育を利用していない理由（就学前保護者） 

65.9 

37.3 

17.3 

9.0 

2.4 

1.6 

1.2 

0.0 

16.1 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80%

父または母が家庭での子育てに専念している

子どもがまだ小さいため（□歳くらいに

なったら利用しようと考えている）

利用したいが、教育・保育の施設に空きがない

祖父母等の親族が子どもをみている

利用したいが、経済的な理由で利用できない

利用したいが、施設の質や場所など、納得できる

施設がない

利用したいが延長・夜間等の時間帯や場所の条件が

整わない

近所の人や父母の友人・知人がみている

その他

不明・無回答

就学前保護者（N=255）
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められますが、今後休日や長期休暇中の利用希望についても、増加することが考えられます。 

また、小学生保護者の４分の１が高学年での放課後児童健全育成（アフタースクール）事

業の利用を希望しており、その中の半数以上は、６年生までの利用を希望しています。今後、

高学年での利用希望についても増加することが予想されます。 

 

 

 

 

 

（３）子育て支援事業について 

①児童センター、吉川児童館での事業について 

０歳児、１歳児で約４割、２歳児で約３割が「利用している」と回答していますが、２歳

児以上では「現在利用している」という回答より、「現在利用していないが、できれば今後利

用したい」という回答が多くなっています。０歳児、１歳児についても、「現在利用していな

いが、できれば今後利用したい」という回答が約３割となっており、潜在的な利用ニーズが

あることが示されています。また、充実してほしいこととして、休日のイベントや小学生向

けのイベントの増加を求める回答が多くなっています。 

 

 

  

53.6 

1.7 

2.4 

0.3 

26.9 

17.9 

2.2 

0% 20% 40% 60%

アフタースクール

ファミリーサポート

センター

放課後等デイサービス

その他

利用する予定はない

わからない

不明・無回答

就学前保護者（N=860）

24.8 64.0 

5.2 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生保護者

（N=480）

アフタースクールを、小学４～６年まで利用したい
アフタースクールの利用希望はない
その他
不明・無回答

■小学校入学後に放課後利用したいサービス 

 （就学前保護者） 

■高学年のアフタースクールの利用希望 

 （小学生保護者） 

■児童センター、吉川児童館、子育てキャラバン等の今後の利用希望（就学前保護者） 

34.7

31.9

24.4

12.0

15.2

9.3

9.5

7.2

3.4

3.2

2.0

1.3

29.3

29.7

35.2

32.1

30.1

25.9

19.0

27.5

26.1

42.6

39.7

49.5

6.8

2.9

7.4

7.2

10.9

11.3

0.7

0.7

3.4

2.8

2.0

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０歳児（N=147）

１歳児（N=138）

２歳児（N=176）

３歳児（N=249）

４歳児（N=302）

５歳児（N=301）

現在利用しており、今後も同じように利用を続けたい
現在利用しているが、できれば利用日数を増やしたい
現在利用していないが、できれば今後利用したい
現在利用しておらず、これからも利用したいとは思わない
その他
不明・無回答
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②病児保育・一時預かり・ファミリーサポートセンター事業について 

病児保育は、利用の希望と実際の利用との間に大きな開きがあることが示されています。

病児保育を利用したいと思った人が利用しなかった理由としては、「親が仕事を休んで対応し

た」という回答が多くなっていますが、「利用料がかかる・高い」「利便性が良くない」「手続

き方法・利用料がわからない」といった回答も、それぞれ１割を超えています。 

同様に、一時預かりやファミリーサポートセンターについても、利用の希望と実際の利用

との間の差が大きくなっており、潜在的なニーズが少なくないことが示されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）仕事と子育ての両立支援について 

育児休業制度については、「子どもが原則１歳（保育所に入所できないなど一定の要件を満

たす場合は２歳）になるまで、勤務先の健康保険組合等から育児休業給付金が支給されるこ

と」「子どもが満３歳になるまでの育児休業等の期間について、勤務先の健康保険及び厚生年

金保険の保険料が免除になること」について「どちらも知らなかった」という回答が３分の

１を超えており、制度について十分知られていないことが示されています。 

育児休業を取得したのは、母親の 34.2％、父親の 2.5％となっており（「取得中である」と

「取得した」の合計）、特に父親については取得率が低く、取得した場合でも１か月未満とい

う短期間の取得が６割となっています。父親の育児休業を取得していない理由については、

「仕事が忙しかった」「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」が多くなっており、育

児休業の取得に対する職場での理解が得られにくい状況であることがうかがえます。父親、

母親ともに実際の育児休業期間より、希望する育児休業期間の方が長くなっており、希望ど

おりに育児休業を取得できない現状があることが示されています。 

 

 

■病児保育を利用しなかった理由（就学前保護者・小学生保護者） 

80.3 

26.1 

21.8 

19.8 

12.9 

4.9 

26.7 

0.3 

78.5

15.3

12.4

12.8

13.5

5.8

21.2

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親が仕事を休んで対応した

病児・病後児を他人に看てもらうのは不安がある

利用料がかかる・高い

利便性（立地や利用可能時間・日数など）がよく

ない

手続き方法・利用料がわからない

病児・病後児保育について知らなかった

その他

不明・無回答

就学前保護者（N=696） 小学生保護者（N=274）
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（５）保護者の孤立や育児不安について 

日頃子どもを預けられる親族・知人については、就学前保護者、小学生保護者の約１割が、

日常的にみてもらえる人、または緊急時にみてもらえる人の「いずれもいない」と回答して

います。子育てにおいて、支援を得られにくいと感じている保護者が一定数いることがうか

がえます。 

子育ての悩みや不安から、子どもにつらくあたってしまうことの有無については、「子ども

に対して、どなったり、または無視したりすることがある」について、就学前、小学生とも

に２割台がときどき以上あると回答しています。「子どもの食事や身支度などの世話をするの

が面倒に感じ、放っておくことがある」についても１割近くがときどき以上あると回答して

います。子育てに負担を感じていることが、子どもに対する不適切なかかわりにつながって

いることがうかがえます。 

子育てに関して悩んでいることや気になることについては、就学前保護者と小学生保護者

とで大きく異なっており、子どもの年齢によって子育て不安の内容は異なっていることが示

されています。 

 

 

 

 

  

■子どもが生まれた時の保護者の育児休業取得状況（就学前保護者） 

0.5 

27.5 

6.4 

8.5 

0.1 

3.0 

2.4 

31.2 

84.1 

27.4 

6.4 

2.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父親

（N=1,322）

母親

（N=1,322）

働いていなかった
育児休業制度の対象となる働き方ではなかった（自営業・短期雇用等）
取得中である
取得した
取得していない
不明・無回答

■子どもに対して、どなったり、または無視

したりすること 

（就学前保護者・小学生保護者） 

6.2 

5.0 

19.7 

18.1 

51.1 

52.5 

22.1 

21.3 

0.9 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

（N=1,322）

小学生保護者

（N=480）

よくある ときどきある

たまにある ない

不明・無回答 1

■日頃、子どもを預けられる親族・知人の有無 

（就学前保護者・小学生保護者） 

30.9 

67.5 

3.6 

15.1 

10.9 

0.8 

39.0 

58.3 

7.9 

26.0 

8.5 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80%

日常的に祖父母等の親族に

預けられる

緊急時もしくは用事の際に

は祖父母等の親族に預けら

れる

日常的に子どもを預けられ

る友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際に

は子どもを預けられる友

人・知人がいる

いずれもいない

不明・無回答

就学前保護者（N=1,322）
小学生保護者（N=480）
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（６）三木市の子育て環境について 

三木市の子育て環境全般については、「認定こども園・幼稚園・保育所等の保育サービスに

満足している」について、就学前保護者の７割以上が肯定的に回答しており、評価が高くな

っています。これは、平成 29 年度より実施された３歳児以上の就学前施設の無償化の効果が

大きいと考えられます。乳幼児健診の体制や小児医療体制についても、満足しているとの評

価が６割を超えています。 

一方で、「子育て中に楽しめるイベントが充実している」「公園など子どもの遊び場が充実

している」については、就学前保護者、小学生保護者ともに否定的な回答が多くなっていま

す。 

子育て情報の主な収集先については、友人・知人や子どもの通う保育・教育施設等の回答

が多く、市の広報・ホームページや子育て支援拠点、子育て関連担当窓口等については、比

較的少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■三木市の子育て環境等に関して感じること（就学前保護者） 

31.5 

7.3 

17.9 

23.7 

28.2 

10.1 

10.6 

4.3 

9.4 

14.1 

4.5 

43.3 

33.7 

36.2 

45.0 

37.0 

41.8 

50.3 

27.5 

37.8 

38.7 

41.1 

11.8 

15.9 

17.2 

5.5 

4.7 

14.7 

16.6 

45.5 

16.9 

3.3 

25.3 

6.7 

29.3 

15.0 

14.2 

16.4 

22.5 

16.1 

15.1 

24.2 

25.5 

19.4 

5.6 

12.4 

12.8 

10.4 

12.7 

10.0 

5.2 

6.1 

10.7 

17.5 

8.8 

1.1 

1.4 

1.0 

1.1 

1.0 

1.0 

1.2 

1.6 

0.9 

1.0 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認定こども園・幼稚園・保育所等の保育サービス

に満足している

子育て中に楽しめるイベントが充実している

子育てしながら安心して働ける

乳幼児健診の体制に満足している

小児医療体制に満足している

子どもへの教育環境が充実している

青少年が健全に過ごせるまちだと感じる

障がいなどがある子どもを安心して育てられる

子育てが地域の人たちに支えられている

公園など子どもの遊び場が充実している

子どもが犯罪被害にあう事の少ない安全なまちだ

そう思う ある程度そう思う

わからない あまりそう思わない

そう思わない 不明・無回答

就学前保護者（N=1,322）
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４．本市の現状を踏まえた計画の見直しの方向 

 

第一期計画に基づく施策の実施状況 

・保育所・幼稚園の認定こども園化を推進し、就学前施設の再編に取り組みました。 

・全国に先駆けて平成 29年度より３～５歳児の教育・保育の無償化と０～２歳児の保育料の半額

化を実施し、増加する幼児教育・保育と放課後児童健全育成（アフタースクール）事業のニー

ズへの対応を進めてきました。 

・不妊治療対策、産後うつ対策等の支援の充実を図るとともに、子育て世代包括支援センター※、

児童センター等における相談支援体制の整備や、利用者支援事業でのコーディネーターの配置

等、ソフト面でのサービスの向上に取り組みました。 

・妊娠・出産・育児を取り巻く環境の向上やきめ細かな対応の充実を推進してきた一方、産科、

小児科、救急医療等の医療体制の整備については課題が残っています。 

アンケート調査等からみた課題 

・就学前施設の利用率が高い状況が継続することが予想される一方で、子ども数の減少が進んで

おり、将来のニーズ予測に基づくバランスの取れたサービス提供体制が求められます。 

・放課後児童健全育成（アフタースクール）事業については、休日・長期休暇期間の利用や高学

年の利用等について、ニーズの拡大が予想されます。地域と連携した放課後の居場所づくりの

整備・充実が課題となります。 

・児童センター・吉川児童館の事業や病児保育、一時預かり、育児ファミリーサポートセンター

等について、潜在的なニーズを踏まえ、誰もが利用しやすくなる事業の充実が求められます。 

・子育て世帯の支援において、保護者の孤立や不安の解消に向けた取組の充実が重要であること

が示されており、児童虐待の未然防止という観点からも対策が課題となります。 

・認定こども園・幼稚園・保育所等の保育サービスや、乳幼児健診の体制、小児医療体制への子

育て世帯の評価が高い一方で、子育て中に楽しめるイベントの充実や公園など子どもの遊び場

の充実については評価が低く、課題が残っています。 

 

 

計画の見直しの方向 

・幼児教育・保育や放課後児童健全育成（アフタースクール）事業のニーズへの対応については、

地域別の人口の状況や保育ニーズの動向等を踏まえ、適切な将来推計のもと、計画的な提供体

制を示します。 

・地域子育て支援拠点事業※について、潜在的ニーズの掘り起こしを考慮した取組の充実を図ります。 

・子育て不安の解消や保護者の孤立の防止、児童虐待の防止等について、子育て世帯を支える相

談支援体制の充実を図ります。 

・引き続き子ども・子育て支援の充実を図り、子育てしやすいまちづくりを推進します。 
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第３章 計画の基本的な考え方 
 

１．基本理念 

 基本理念は「子ども・子育て支援事業計画」の基本的な考え方となるものです。本計画では、

第一期子ども・子育て支援事業計画における基本理念を引き継ぎ、人と人がつながり、子どもを

家庭や地域などで共に育て、子どもがすこやかに育つまちづくりを進めていくことを期して、次

のように基本理念を定めます。 

 

■基本理念 
 
 

人がつながり 子どもが育つまち 三木 

 

 

２．基本方針 

（１）就学前教育・保育の質の確保と充実 

発達段階に応じた三木市独自の教育・保育カリキュラムの活用や、研修等の充実による保

育教諭の質の向上、幼児教育・保育から学校教育への円滑な接続のための取組等を実施し、

就学前教育・保育の質の確保と充実を図ります。 

 

 

（２）子育て家庭への支援の充実 

親と子の健康づくりに関する取組の充実や相談支援体制の整備、就学前教育・保育の円滑

な利用の確保等、子育て家庭への支援の充実を図ります。また、ひとり親家庭の支援や障が

いのある子どもとその家庭の支援等、子育てに関する支援を特に必要とする家庭に向けた支

援の充実に取り組みます。 

 

 

（３）子育てしやすい環境づくり 

将来的なニーズの動向を見据えた幼児教育・保育施設の整備や各種の子育て支援事業の充

実、放課後事業の充実等を通じて、子育てしやすい環境づくりに引き続き取り組みます。ま

た、保護者の孤立や育児不安の解消、児童虐待の防止、子育てと仕事の両立支援等、子育て

家庭が安心して子育てできる地域づくりに向けた取組の充実を図ります。  
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３．施策体系 

基本方針１ 就学前教育・保育の質の確保と充実 

 （１）発達段階に応じた三木市独自の教育・保育共通カリキュラムの活用 

 （２）保育教諭の質の向上 

 （３）学校教育への円滑な接続 

 （４）すべての園での障がいや発達に支援が必要な児童の受け入れ 

 （５）三木市特定教育・保育施設評価 

 （６）保育教諭の確保 

  

基本方針２ 子育て家庭への支援の充実 

 （１）子育て支援事業の充実 

 （２）親と子の健康づくり 

 （３）相談支援体制の整備 

 （４）就学前教育・保育施設の円滑な利用の確保 

 （５）放課後児童対策 

 （６）多様なニーズを有する子どもとその家庭への支援（ひとり親・障がい・国籍等） 

 （７）子どもの貧困対策 

  

基本方針３ 子育てしやすい環境づくり 

 （１）地域における子育て世代の学びや交流 

 （２）児童虐待の防止 

 （３）子どもを事件・事故の被害から守るための活動の推進 
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第４章 分野別の取組 
 

基本方針１：就学前教育・保育の質の確保と充実 

 

（１）発達段階に応じた三木市独自の教育・保育共通カリキュラムの活用 

国の「認定こども園教育・保育要領」「幼稚園教育要領」「保育所保育指針」を踏まえて平

成 30 年度に改訂した『三木市就学前教育・保育共通カリキュラム※』をもとに保育者が高い

意識を持って教育・保育を行い、市内全就学前施設で三木市の理念を反映できるよう努めま

す。 
 

 

（２）保育教諭の質の向上 

市内の全保育者対象の「保育者合同研修会」と各園代表保育者参加の「保育者交流研修会」

「保育者人権研修会」「三木市教育委員会指定研究会」を継続実施し、研修内容の伝達周知を

行うことにより、保育者の質の向上を図ります。教育・保育実践に必要な多面的な内容の研

修と、保育者の心の内面を育てる質の高い研修を推進するとともに、教育委員会に指導主事

を配置し、教育・保育内容の充実に向けて指導を行います。 
 

 

（３）学校教育への円滑な接続 

就学前児童が在住する校区の小学校行事等への参加案内をし、見学や体験ができる機会を

提供します。スムーズな就学へとつながるよう、「就学のための連絡会」等の機会を活用し、

小学校教職員と保育者が連携を図ります。 
 

 

（４）すべての園での障がいや発達に支援が必要な児童の受け入れ 

各認定こども園・幼稚園・保育所と連携し、市内のすべての教育・保育施設において障が

いや発達に支援が必要な児童の受け入れや教育・保育の支援をしていきます。あわせて、市

の関係機関や県の専門機関等と連携した多面的な支援体制の構築を図ります。 
 

 

（５）三木市特定教育・保育施設評価 

定期的に各認定こども園・幼稚園・保育所を巡回し、教育・保育の質の向上及び運営の適正化

を図るため、指導・評価を行います。 
 

 

（６）保育教諭の確保 

就学前施設において、保育ニーズに対応できる職員体制を維持するため、保育教諭等の人材確

保の取組を推進します。 
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基本方針２：子育て家庭への支援の充実 

（１）子育て支援事業の充実 

すべての子育て家庭を対象に、地域子育て支援拠点における親子の交流や子育て相談の実

施や、病気や急用などの際に子どもを預けることのできる事業など、各種子育て支援の充実

を図ります。 

 

 

（２）親と子の健康づくり 

妊産婦の適切な健康管理や不安の解消をめざし、母子健康手帳の交付や保健師等の専門職

による相談や保健指導を行います。また、訪問や教室の開催等により、妊娠・出産・子育て

に関する情報を提供するとともに、出産や育児に関する悩みや不安の解消に努めています。 

また、さらに妊婦健診、産婦健診の費用を助成し、出産前後の女性の健康管理と安心して

出産・育児ができるように支援します。 

乳児と保護者に対する家庭訪問や、乳幼児健康診査を実施し、育児状況や子どもの健康状

態の把握をするとともに、疾病等の予防・早期発見や保護者の精神面の支援を図ります。 

 

 

（３）相談支援体制の整備 

妊娠・出産・子育てに関する相談への対応や、各種の子育て支援サービスの円滑な利用を

支援するため、母子手帳を交付する保健窓口、子育て親子が集う児童館、教育・保育サービ

スの申込み窓口など、様々な場所で気軽に子育てに関する相談ができる体制を整えます。 

また、保護者の孤立や育児不安から適切な養育ができない家庭の相談や、学齢期から青年

期の子どもの悩み等に対して、各種相談窓口を開設するとともに、関係機関との連携を強化

し、相談支援体制の充実を図ります。 

さらに、小中学校では、スクールカウンセラー※やスクールソーシャルワーカー※等とも連

携して、子どもや保護者の相談に対応できる体制を整えます。 

 

 

（４）就学前教育・保育施設の円滑な利用の確保 

保護者が産休（産前・産後休業）、育休（育児休業）明けに、希望に応じて円滑に、認定こ

ども園や保育所、幼稚園を利用できるよう、産休・育休中の保護者に対する情報提供や相談

支援を行います。 

また、育休満了時（原則１歳到達時）からの利用を希望する保護者が、希望時期から保育

を利用できるよう配慮に努めます。 
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（５）放課後児童対策 

①放課後児童健全育成（アフタースクール）事業の充実 

保護者が就労している小学生の放課後の安全・安心な居場所として、放課後児童健全育

成（アフタースクール）事業の充実を図ります。引き続き利用者が増加傾向となることを

考慮し、受け入れ枠の確保に努めるとともに、保護者のニーズに応じた利用が可能となる

よう、制度の運用のあり方を検討します。 

 また、事業所間の情報交換を行い、課題・問題を共有し、運営面での工夫を図ります。 

 

②放課後子ども教室※の実施検討 

 放課後子ども教室は、今回のニーズ調査では利用希望はあるものの、過去には利用状況

が低調であったことや指導者の確保が困難であったことから、事業を廃止した経緯があり、

実施については慎重に検討する必要があります。 

 そこで、すべての児童の安全・安心な居場所を確保するため、放課後児童健全育成（ア

フタースクール）事業と放課後子ども教室の一体型あるいは連携型の整備に向けて、実施

会場の確保や協力していただける地域住民をはじめ大学生、企業ＯＢ、文化・芸術団体等

の様々な人材の発掘について関係機関と調整します。 

 そのうえで、放課後子ども教室の実施計画の策定については、各地域の実情に応じたも

のとし、放課後児童健全育成（アフタースクール）事業の状況を見極めながら進めてまい

ります。 

 

 

（６）多様なニーズを有する子どもとその家庭への支援（ひとり親・障がい・国籍等） 

①ひとり親家庭の自立支援の推進 

収入の不安定なひとり親家庭の自立促進と生活の安定を図っていきます。また、ひとり

親家庭に対する相談機能を充実するとともに、就労に必要な知識、技能の習得を支援して

いきます。 

 

②障がいや発達に支援が必要な子どもとその家庭の支援 

障がいや発達に支援が必要な子どもへの支援については、「三木市障害児福祉計画」（第

１期、計画期間：平成 30 年度～令和２年度）に基づき、成長段階に応じた療育や保育・

教育の推進を図ります。 

 

③外国にルーツをもつ子どもとその家庭への支援 

子ども同士がお互いの国籍や文化の違いを知り、認め、尊重し合える教育・保育の推進

をめざすとともに、保護者の気持ちに寄り添いながら、必要に応じて関係機関と連携し、

支援します。 
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（７）子どもの貧困対策 

①実態把握の推進 

経済的に厳しい状況にある子どもとその家庭の実情や支援の課題について、実態把握・

実態調査を進めます。支援が必要な子どもや家庭が支援制度や事業に円滑に接続されるよ

う、積極的な実態把握の取組を進めるとともに、関係機関の連携を強化します。 

 

②学習・進学の支援 

家庭の経済状況に関わらず、等しく能力を伸ばすことができるよう、各学校の状況に応

じて学力向上の取組の充実を図ります。また、地域や民間の事業と連携した学習支援の実

施について検討します。経済的に厳しい状況にある家庭の子どもの就学・進学を促進する

ため、家庭の負担軽減に取り組みます。 

 

③生活支援 

困難を抱える家庭の子どもの居場所づくりや生活支援について、市民や事業者等と連携

した取組の実施を図ります。支援団体や事業者等の関係団体のネットワーク化により、地

域で子どもを支える体制づくりを進めます。 

 

④保護者への支援 

子育てに課題を抱える保護者の早期発見・早期支援の体制づくりに向け、関係機関の連

携・情報共有を推進するとともに、相談支援の充実を図ります。また、生活困窮者自立支

援制度やひとり親世帯への就労相談等、保護者の就労支援を推進します。経済的な支援制

度について、保健・福祉・教育等の関係機関を通じて周知の徹底を図り、対象となる世帯

が確実に支援を受けられるよう取り組みます。 
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基本方針３：子育てしやすい環境づくり 

（１）地域における子育て世代の学びや交流 

乳幼児学級や家庭教育学級など、公民館における社会教育活動を通じて学びの機会を提供

するとともに、地域の就学前教育・保育施設を活用した乳幼児と保護者の地域住民の交流を

促し、子育て支援を図ります。 

 

 

（２）児童虐待の防止 

①関係機関との連携と相談体制の強化 

児童虐待の発生予防と早期発見を行うとともに、子ども家庭支援員等による専門的な相

談対応や必要な調査訪問等を実施する「子ども家庭総合支援拠点※」を設置します。さらに、

関係機関の連携と情報共有による支援を実施するため、「要保護児童対策地域協議会（みき

っ子未来応援協議会要保護児童部会）」で実務者会議や個別ケース会議等を開催し、支援方

針の決定、支援の進行状況管理を行います。また、児童虐待相談の危険度や緊急性を客観

的に判断するためのアセスメント※を導入し、被虐待児に関する情報収集や適切な対応の強

化を図ります。 

 

②虐待の早期発見と予防啓発 

乳幼児健康診査やその未受診者へのフォロー訪問、その他の保健指導、乳幼児全戸訪問

事業等の母子保健事業や、配偶者暴力相談支援センター、地域の医療機関等との連携によ

り、支援を必要とする親子を早期に把握するとともに、特に支援を必要とする場合には、

養育支援訪問事業等の適切な支援につなげていきます。また、虐待の発生予防や早期発見

等のため、就学前教育・保育施設や学校を定期的に訪問し情報共有を図るとともに、教職

員や民生委員児童委員等を対象とした虐待防止や早期発見のための研修会を実施します。

さらに、しつけと称した体罰を容認する考え方を見直してもらうため、体罰がもたらす子

どもへの悪影響について保護者等を対象とした啓発活動を行います。 

 

③児童養護施設等との連携 

子育て短期支援事業（ショートステイ事業）の実施に関して、児童養護施設や里親等の

協力を得ることにより、支援の必要な子どもの養育・保護に努めます。 

 

 

（３）子どもを事件・事故の被害から守るための活動の推進 

近年、子どもが犠牲者となる事件・事故の報道が相次いでいます。子どもを事件・事故か

ら守るために、関連機関との連携を強化し、犯罪等に関する情報提供の徹底や、地域ぐるみ

で子どもを見守っていくことを推進していきます。 
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第５章 事業実施の見込みと確保方策 
 

１．子どもの人口の見込み 

 平成 27 年度から令和元年度の住民基本台帳人口に基づき、今後の住宅開発や転入・転出の

動向を考慮して、本計画期間中の子どもの人口を推計しました。就学前、小学生ともに年々

減少が予想され、令和６年度の推計児童数は、就学前児童で 2,526 人、小学生児童で 3,356

人、合計で 5,882 人となっています。 

 

■就学前人口と小学生人口の推計（各年度４月１日時点）     （人） 

 令和元年度 
実績 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

０歳 419  419 410 403 390 382 

１歳 480  430 430 418 413 400 

２歳 520  486 435 436 425 419 

３歳 542  526 494 442 443 431 

４歳 569  547 532 498 446 446 

５歳 595  574 551 537 502 448 

６歳 592  597 575 553 539 504 

７歳 643  591 597 576 553 538 

８歳 576  644 593 596 575 553 

９歳 582  577 644 591 596 574 

10 歳 625  582 576 643 592 595 

11 歳 621  625 584 577 644 592 

就学前児童 

（０～５歳） 
3,125 2,982 2,852 2,734 2,619 2,526 

小学生児童 

（６～11 歳） 
3,639 3,616 3,569 3,536 3,499 3,356 

合   計 

（０～11 歳） 
6,764 6,598 6,421 6,270 6,118 5,882 
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２．教育・保育提供区域の設定 

教育・保育提供区域の設定については、地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より

容易に移動することが可能な区域であり、地理的条件や人口、交通事情等の社会的条件や教

育・保育の整備の状況等を総合的に勘案して、市町村が設定するものとされています。 

三木市においては、次の理由により、この教育・保育提供区域を３園区と定めます。 

 

①少子化の中でよりよい教育・保育集団を確保するとともに、地域の子育て支援拠点を

バランスよく配置し、安定した教育・保育環境を確保するため 

②市内を１園区～３園区にすれば待機児童が発生しないが、１～２園区では広域となり、

子どもや保護者の通園等にかかる負担が大きくなるため 

③原則、中学校区を考慮し、生活圏も視野に入れた設定とするため 

 

なお、地域子ども・子育て支援事業については、基本的に三木市全体を１つの提供区域と

して事業を実施します。 
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第１園区 別所・三木・三木南 

第２園区 自由が丘・緑が丘・青山・志染 

第３園区 細川・口吉川・吉川 

   市立保育所 

   市立認定こども園 

   私立認定こども園 

   市立幼稚園 

１ 上の丸保育所 ６ エンゼル認定こども園 11 えびす認定こども園 16 清心緑が丘認定こども園 

２ 志染保育所 ７ 一粒園認定こども園 12 いずみ認定こども園 17 三樹幼稚園 

３ 別所認定こども園 ８ 清心認定こども園 13 自由ケ丘認定こども園 18 緑が丘東幼稚園 

４ よかわ認定こども園 ９ ひろの認定こども園 14 あけぼの認定こども園 19 自由が丘幼稚園 

５ 神和認定こども園 10 羽場認定こども園 15 りんでん認定こども園 20 広野幼稚園 

 

第１園区 

第２園区 

第３園区 
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３．就学前教育・保育の見込みと受け入れ施設の確保 

 

就学前の子どもの教育・保育については、子どもの年齢と保育の必要性の認定に基づき、

３つの認定区分に基づいて利用できる施設や時間が変わります。そのため、それぞれの認定

区分別に量の見込みと確保方策を示すことになります。 

 

■認定区分 

年齢 満３歳以上 ０〜２歳 

認定区分 
１号認定 

（教育標準時間認定） 

２号認定 

（保育認定） 

３号認定 

（保育認定） 

対象者 
幼稚園等での教育を希望する

場合 

就労等で保育の必要な事

由に該当し、保育所等での

保育を希望する場合 

就労等で保育の必要な事由

に該当し、保育所等での保育

を希望する場合 

利用できる 

施設 

幼稚園 

認定こども園（教育部分利用） 

保育所 

認定こども園（保育部分利用） 

保育所・認定こども園 

小規模保育施設 

 

 

（１）１号認定 

３～５歳で保育の必要性がない認定区分（認定こども園、幼稚園）です。平成 31 年４月１

日現在市内の幼稚園５か所（ただし１園は平成 31 年度までで廃園）、認定こども園 14 か所で

実施されています。 

 

■１号認定の量の見込み（各年度４月時点）      （人） 

  令和元 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

第
１
園
区 

① 就園児童数の見込み 140 130  121  108  100  94  

② 施設の受入人数  130  121  108  100  94  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
２
園
区 

① 就園児童数の見込み 161 152  140  127  117  108  

② 施設の受入人数  152  140  127  117  108  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
３
園
区 

① 就園児童数の見込み 19 17  17  13  14  13  

② 施設の受入人数  17  17  13  14  13  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

全
市 

① 就園児童数の見込み 320 299  278  248  231  215  

② 施設の受入人数  299  278  248  231  215  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

※就園児童数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出 

 

◆確保方策◆ 

子ども数の減少により利用が減少する見込みとなっており、現状の施設整備で対応します。  
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（２）２号認定 

３～５歳で保育の必要性がある認定区分（保育所、認定こども園）です。平成 31 年４月１

日現在市内の保育所２か所、認定こども園 14 か所で実施されています。 

 

■２号認定の量の見込み（各年度４月時点）      （人） 

※就園児童数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出 

 

◆確保方策◆ 

子ども数の減少により利用が減少する見込みとなっており、現状の施設整備で対応します。 

 

 

（３）３号認定 

０～２歳で保育の必要性がある認定区分（保育所、認定こども園、地域型保育事業所）で

す。平成 31 年４月１日現在、市内の保育所２か所、認定こども園 14 か所、小規模保育事業

所６か所、事業所内保育事業所１か所で実施されています。 

 

  

  令和元 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

第
１
園
区 

① 就園児童数の見込み 666 666  663  652  620  596  

② 施設の受入人数  666  663  652  620  596  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
２
園
区 

① 就園児童数の見込み 504 470  435  393  361  340  

② 施設の受入人数  470  435  393  361  340  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
３
園
区 

① 就園児童数の見込み 109 103  94  80  78  71  

② 施設の受入人数  103  94  80  78  71  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

全
市 

① 就園児童数の見込み 1,279 1,239  1,192  1,125  1,059  1,007  

② 施設の受入人数  1,239  1,192  1,125  1,059  1,007  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 
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①０歳児 

 

■３号認定０歳児の量の見込み（各年度４月時点）      （人） 

  令和元 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

第
１
園
区 

① 就園児童数の見込み 38 38  38  38  38  38  

② 施設の受入人数  38  38  38  38  38  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
２
園
区 

① 就園児童数の見込み 29 27  26  25  23  23  

② 施設の受入人数  27  26  25  23  23  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
３
園
区 

① 就園児童数の見込み 8 10  10  10  9  8  

② 施設の受入人数  10  10  10  9  8  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

全
市 

① 就園児童数の見込み 75 75  74  73  70  69  

② 施設の受入人数  75  74  73  70  69  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

※就園児童数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出 

 

②１、２歳児 

 

■３号認定１、２歳児の量の見込み（各年度４月時点）      （人） 

※就園児童数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出 

 

◆確保方策◆ 

今後子ども数の減少により利用が減少する見込みとなっていることから、新規の施設整備

は行わず、定員の弾力運用等で対応します。  

  令和元 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

第
１
園
区 

① 就園児童数の見込み 353 327  309  310  310  308  

② 施設の受入人数  327  309  310  310  308  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
２
園
区 

① 就園児童数の見込み 194 177  167  156  149  144  

② 施設の受入人数  177  167  156  149  144  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

第
３
園
区 

① 就園児童数の見込み 53 45  40  45  45  42  

② 施設の受入人数  45  40  45  45  42  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 

全
市 

① 就園児童数の見込み 600  549  516  511  504  494  

② 施設の受入人数  549  516  511  504  494  

③ ①‐②  0 0 0 0 0 
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４．地域子ども・子育て支援事業の見込みと確保方策 

地域子ども・子育て支援事業については、実施する事業について、量の見込みと確保方策

を示すことが求められています。本市ではすべての事業について、市全体を提供区域として

量の見込みを定め、確保方策については、量の見込みと同数を実施するものとします。 

 

（１）利用者支援事業 

妊娠、出産、育児にわたる切れ目のない子育て支援を実施するため、妊娠中からの相談対

応を行うために子育て世代包括支援センター（母子保健型）をはじめ、乳幼児期からの子育

て全般の相談に応える子育て支援総合窓口（基本型）と、教育・保育施設や地域の子育て支

援事業等の情報提供や相談を行う教育・保育課窓口（特定型）の３か所を配置しています。 

 

■利用者支援事業の量の見込み       （か所） 

 令和元 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

実施か所数 3 3 3 3 3 3 

 

◆確保方策◆ 

引き続き市内３か所で、子育て世帯の相談支援にあたります。 

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 

子ども、保護者等が相互の交流・研修を行う場所を提供するとともに、保育の専門員を配

置し、子育てについての学習、相談、情報の提供、助言その他のサポートを行なっていきま

す。本市においては児童センターと吉川児童館の２か所で実施しています。 

 

■地域子育て支援拠点事業の量の見込み      （か所・人日） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

実施か所数 2 2 2 2 2 2 

就学前利用人数 16,665  15,287  14,765 14,580 14,074 13,663 

小学生利用人数 1,591  1,828  1,793  1,751  1,711  1,634  

利用人数合計 18,256 17,115 16,558 16,331 15,785 15,297 

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出。就学前については主な利用が

保育所等を利用していない０～２歳であることを考慮して算出。 

 

◆確保方策◆ 

引き続き児童センターと吉川児童館の２か所で実施し、親子の交流や相談の場とします。 
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（３）妊婦健診 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査としてかかった費用の 14 回

分までを助成しています。 

 

■妊婦健診の量の見込み          （人・回） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 699  685  673  651  638  625  

健診回数 5,487 5,480 5,384 5,208 5,104 5,000 

※利用人数の見込みは出生数の推計から算出。年度をまたいで利用した場合にはいずれの年度でもカ

ウントされるため、出生数より利用人数は多くなる。健診回数については実績に基づき、１人当た

り８回で算出。 

 

◆確保方策◆ 

今後も母子健康手帳の交付とともに、すべての対象者に実施できる体制を継続し、母子共

に安全安心な出産をめざします。 

 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行い、支援が必要な家庭に対して適切な対応を行っていきます。 

 

■乳児家庭全戸訪問事業の量の見込み      （人） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 428 389 381 374 362 355 

※利用者数の見込みは出生数の推計から算出。 

 

◆確保方策◆ 

保健師・助産師など専門職による訪問体制を維持し、子育てに不慣れな保護者の不安を和

らげます。特に支援が必要と認められる状態の早期発見につなげます。 
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（５）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行

うことにより、当該家庭の適切な養育を支援しています。 

 

■養育支援訪問事業の量の見込み       （人） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 19  17  17  17  16  16  

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出 

 

◆確保方策◆ 

保健師、保育士、家事援助ホームヘルパー（三木市社会福祉協議会等に委託）等が居宅を

訪問し、育児や家事の援助や相談を行い、支援していきます。 

 

 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、児童養護施設等で、一時的に養育、保護しています。平成 31年４月１日現在、市

内の児童養護施設等 16か所で実施しています。 

 

■子育て短期支援事業の見込み       （人日） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 66  60  57  55  52  51  

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口から算出 

 

◆確保方策◆ 

乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設を指定し、委託することにより、対象となる児

童を一定期間養育、保護できる体制を確保します。 
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（７）育児ファミリーサポートセンター事業（子育て援助活動支援事業） 

乳幼児や小学生等の児童の一時預かり等の援助を受けることを希望する者と援助を行うこ

とを希望する者とを会員として、相互援助活動により子育ての支援を行っています。 

 

■育児ファミリーサポートセンター事業の見込み     （人日） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

就学前利用人数 757  725  722  719  715  715  

小学生利用人数 748 767 792 820 847 845 

利用人数合計 1,505 1,492 1,514 1,539 1,562 1,560 

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口に基づくとともに、アンケート調査結果

も考慮し、利用率が上昇すると仮定して見込み量を算出。 

 

◆確保方策◆ 

依頼会員（子育ての援助を受けたい人）、協力会員（子育ての援助を行いたい人）、両方会

員（依頼会員と協力会員の両方を兼ねる人）の会員間で相互に援助活動することで実施して

います。今後、会員間の交流会をさらに活発に行い、ＰＲ紙を発行するなど、事業の利用推

進に取り組んでいきます。 

 

 

（８）一時預かり事業 

認定こども園等において、在園１号認定児童を通常の教育時間を超えて預かったり（預か

り保育）、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、一時的に

預かりを行う事業です。 

 

①認定こども園における在園児を対象とした一時預かり 

 

■認定こども園における在園児を対象とした一時預かりの量の見込み   （人日） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 1,210  1,274  1,295  1,255  1,261  1,260  

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口に基づくとともに、アンケート調査結果

も考慮し、利用率が上昇すると仮定して見込み量を算出。 

 

◆確保方策◆ 

市内幼保連携型認定こども園 14 か所で対応します。 
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②その他の一時預かり 

 

■その他の一時預かりの量の見込み       （人日） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

認定こども園等での一時預かり 573  570  554  534  505  477  

児童センターでの一時預かり 333  364  405  443  477  510  

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口に基づくとともに、アンケート調査結果

も考慮し、利用率が上昇すると仮定して見込み量を算出。 

 

◆確保方策◆ 

市内幼保連携型認定こども園等で対応します。（平成 31 年４月１日現在 14 か所） 

児童センターで実施する一時預かりの開設日を週２日から週３日に拡大することにより、

一時的なニーズに対応します。 

 

 

（９）延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、利用時間以外の時間において、認定こども園、保育所

等において保育を実施します。平成 31年４月１日現在、市内の保育所２か所、認定こども園

14 か所、小規模保育事業所５か所で実施しています。 

 

■延長保育事業の量の見込み        （人） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 868 822 786 754 720 694 

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と２・３号認定者数の見込みから算出。 

 

◆確保方策◆ 

引き続き、市内の保育所２か所、認定こども園 14 か所、小規模保育事業所５か所で対応し

ます。 
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（10）病児・病後児保育事業 

病気中及び病気回復期のために、家庭や集団で保育できない児童を対象に、一時預かりを

行います。 

 

■病児・病後児保育事業の量の見込み      （人日） 

 平成 30 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

利用人数 438  517  519  521  521  519  

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口に基づくとともに、アンケート調査結果

も考慮し、利用率が上昇すると仮定して見込み量を算出。 

 

◆確保方策◆ 

引き続き１か所で実施します。申込み後のキャンセルも多いため、空きが出た時点で速や

かに待機者に連絡することで、必要な方が利用できる環境を整えます。 

 

 

（11）放課後児童健全育成（アフタースクール）事業 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後

に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育成を図る

事業です。市内の小学校区を対象に、13事業所で児童に遊びや生活の場を提供する事業を実

施しています。 

 

■放課後児童健全育成事業の量の見込み（各年度４月時点）    （人） 

 令和元 

年度実績 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

１年生 287  301  302  301  305  295  

２年生 229  222  236  240  241  245  

３年生 177  211  206  219  223  225  

４年生 96  101  119  115  122  123  

５年生 36  37 39  47  46  49  

６年生 13  16  18  21  26  27  

合計利用人数 838  888  920  943  963  964  

※利用人数の見込みは直近３か年の利用率の動向と推計人口に基づくとともに、アンケート調査結果

も考慮し、利用率が上昇すると仮定して見込み量を算出。 

 

◆確保方策◆ 

支援員・補助員の人材確保に注力し、引き続き利用希望者全員を受け入れられる体制を整

備します。  
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第６章 計画の推進体制 
 

１．計画推進及び進捗状況の把握 

計画の推進にあたっては、毎年度、関係機関、団体と連携を図りながら、計画の進捗状況

の把握を行い、みきっ子未来応援協議会及び各部会において報告・協議し、必要に応じ本計

画の施策の見直し、改善を図ります。 

 

 

２．みきっ子未来応援協議会各部会による計画の推進 

みきっ子未来応援協議会では、各部会の分掌に応じて各施策の進捗状況を調査し、計画を

推進していきます。 

 

部会名 分掌 

就学前教育・保育部会 保育園と幼稚園の一体化に関すること。 

子育て環境部会 
次の世代を担う親づくり及び安心して子どもを生み育てることができる

環境づくりに関すること。 

家庭・地域・学校教育部会 家庭、地域、学校が一体となった教育に関すること。 

要保護児童部会 要保護児童及び児童虐待防止に関すること。 

 

 

３．関係機関との連携 

子ども・子育てに関わる施策は、児童福祉分野だけでなく、保健、医療、教育、就労等、

様々な分野にわたるため、関係部局と連携を図りながら本計画を推進します。 

また、保育所、幼稚園、認定こども園等の教育・保育事業を運営する事業者をはじめ、学

校や民生委員・児童委員等の地域の関係団体・機関と適切な役割分担のもと連携を強化し、

地域ぐるみで子育て支援の推進を図ります。 
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４．本計画に基づき実施する事業について 

本計画では、第４章で示したとおり、３つの基本方針に基づき施策の方向性を定めています。

また、第 5 章では、国の定める就学前教育・保育や地域子ども・子育て支援事業について、5 年

間の量の見込みと確保方策を示しました。これらの方向性に基づき実施する具体的な事業につい

て、以下に示します。 

 

 

基本方針１：就学前教育・保育の質の確保と充実 

No. 事業名 内容 担当部署 

発達段階に応じた三木市独自の教育・保育共通カリキュラムの活用 

1 
教育・保育共通カ

リキュラム 

市独自に、「個の発達」や「集団活動の中で培

われる学び」を観点としたカリキュラムを策

定しています。市内すべての教育・保育施設

で、等しく質の高い「就学前教育・保育の充

実」を進めていきます。 

教育・保育課 

保育教諭の質の向上 

2 保育者合同研修会 

保育者としての資質向上のための講義を開催

し、子ども一人一人を大切にし、心に寄り沿

った子ども主体の教育・保育の実践を積み重

ねていきます。 

教育・保育課 

3 保育者交流研修会 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」を

意識しながら、市独自の『三木市就学前教育・

保育共通カリキュラム』に基づき研修を重ね、

遊びをとおした総合的な教育・保育の実践と

記録により、カリキュラムの充実につなげて

いきます。 

教育・保育課 

4 保育者人権研修会 

子どもにかかわる保育者として、高い人権意

識をもち、個々の子どもの心の育ちを理解し、

自尊感情を育む教育・保育につなげていきま

す。 

教育・保育課 

5 
三木市教育委員会

指定研究会 

三木市教育委員会より指定を受けた園所にお

いて研究を重ね、実践内容を公開することに

より、市内全園所の教育・保育の推進を図り

ます。 

教育・保育課 
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No. 事業名 内容 担当部署 

学校教育への円滑な接続 

6 小学校との連携 

保育者と小学校教諭との間で、就学のための

連絡会等により、子どもの理解と互いの教育

や保育についての見識を深め、小学校教育へ

の連続性を確保します。 

教育・保育課 

すべての園での障がいや発達に支援が必要な児童の受け入れ 

7 障がい児保育 

障がいのある子どもの生活を支援するため、

集団保育、集団生活を通じて発達の促進を行

っていきます。そして、就学に向けて小学校

とも連携し、スムーズな就学へとつなげます。 

教育・保育課 

学校教育課 

三木市特定教育・保育施設評価 

8 
三木市特定教育・保

育施設評価 

三木市の教育・保育のより一層の充実をめざ

し、市内のすべての就学前施設に対して、施

設の運営状況や園児の様子、教育・保育の取

組状況等の実態を把握し、第三者評価を行う

ことにより、それぞれの課題の解決及び職員

の資質向上と就学前教育・保育の質の向上を

図っていきます。 

教育・保育課 

保育教諭の確保 

9 

「集まれ！保育教

諭のたまごたち」

学生アルバイト就

業体験事業 

保育教諭をめざしている大学生等を対象に、

就業体験の一環として市内認定こども園・保

育所内でアルバイトを募り、保育教諭等の確

保へとつなげます。 

教育・保育課 

10 
保育教諭等修学資

金貸与制度 

市内の認定こども園等へ保育教諭として勤務

することをめざしている大学生を対象に、60

万円を上限として無利子で修学資金を貸与

し、卒業後、市内の認定こども園等で５年以

上勤務した場合に返済免除とすることで、保

育教諭の確保へとつなげます。 

教育・保育課 
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基本方針２：子育て家庭への支援の充実 

No. 事業名 内容 担当部署 

子育て支援事業の充実 

11 

育児ファミリーサ

ポートセンター事

業 

子育て中の家庭を地域で支援し、安心して子

育てができる環境整備を図るため、子育ての

援助を行う者（協力会員）と、援助を受ける

者（依頼会員）を会員とする育児ファミリー

サポートセンターにより、子どもを預けたり

預かったりといった相互援助活動を実施しま

す。 

子育て支援課 

12 病児・病後児保育 

「病気中」または「病気の回復期」の児童を

預かって保育する「病児・病後児保育」を委

託し実施します。 

子育て支援課 

13 
児童センター・吉

川児童館事業 

ＢＰ１プログラム※や、保護者を対象とした母

親リフレッシュ教室、子育てセミナー、休日

に開催するファミリーDay や夏休み等の小学

生事業等をとおして、児童館として子どもに

安心・安全な環境で活動できる場を提供しま

す。さらに子育て支援拠点として、子どもや

保護者への相談支援を行います。 

子育て支援課 

14 子育てキャラバン 

地域で安心して子育てができる環境をつくる

ため、保育士、保健師、栄養士等の専門職と

ボランティアが地域の公民館などで「子育て

キャラバン」と称した親子遊びの場を提供し

ます。また、「子育てキャラバン」では子育て

に悩む保護者からの相談を受けることで、子

育ての不安や孤立感の解消を図ります。 

子育て支援課 

15 
一時預かり保育

（児童センター） 

一時的に家庭での保育が困難となる場合、ま

た、保護者の心理的・身体的負担を軽減する

ための支援として一時預かり事業を行いま

す。 

子育て支援課 

16 
子育てサークルの

交流支援 

子育てサークルが継続的に活動できるよう

に、サークル間の情報交換の促進や活動場所

の提供を行ないます。 

子育て支援課 
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No. 事業名 内容 担当部署 

17 
ブックスタート事

業 

すべての赤ちゃんのまわりで絵本を中心に楽

しくあたたかいひとときが持たれることを願

い、一人一人の赤ちゃんに、読み聞かせ体験

と一緒に、絵本をプレゼントします。 

図書館 

親と子の健康づくり 

18 
乳児家庭全戸訪問

事業 

乳児と保護者に対し、家庭訪問を実施し、育

児環境や子どもの状態を把握するとともに、

保護者の精神的なフォローを行い、育児不安

の軽減を行っていきます。 

健康増進課 

19 
乳幼児健康診査事

業 

子どもの健康な生活や健全な発育を図るため

専門職がチームで健康状態を把握し、疾病等

の予防・早期発見や保健指導を行っています。

必要に応じて、医師、臨床心理士、保育士、

保健師等専門職による発達相談を行っていき

ます。 

健康増進課 

20 
乳幼児健康相談事

業 

妊産婦や乳幼児の健康についての相談を行

い、参加者同士の情報交換・交流ができるよ

う、また、発達についての相談も、関係機関

と連携をとりながら行えるよう内容を充実さ

せていきます。 

健康増進課 

21 
子育て世代包括支

援センター 

妊娠期から子育て期まで総合的に相談支援を

行う拠点として設置しています。希望者には

子育て応援プランを作成し、それぞれに応じ

た子育てのサポートを行います。 

健康増進課 

相談支援体制の整備 

22 
子育て相談（子育

て支援総合窓口） 

しつけや親子関係など、子育て全般における

不安や悩み、児童の心身の発達や乳児期の養

育について電話や面接による相談を実施し、

子育てに対しての不安を軽減していきます。 

子育て支援課 

23 青少年悩みの相談 

青少年からの不登校や性格、親子関係、友人

関係、いじめ等について、臨床心理士による

電話及び面接相談を行っています。 

教育センター 
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No. 事業名 内容 担当部署 

24 子どもいじめ相談 

学校と連携しながら、児童福祉の専門員が子ど

もたちや保護者、市民からのいじめ相談を行い、

いじめの早期発見、未然防止に努めていきます。 

子どもいじめ

防止センター 

就学前教育・保育施設の円滑な利用の確保 

25 
子育て支援コーデ

ィネーター※相談 

保護者の身近な場所で、子育て支援コーディネ

ーターが個別のニーズを把握し、教育・保育施

設や地域の子育て支援事業等の適切な情報提

供及び必要に応じ相談・助言等を行うととも

に、関係機関との連絡調整等を行います。 

子育て支援課 

教育・保育課 

放課後児童対策 

26 

放課後児童健全育

成（アフタースク

ール）事業 

次代を担う子ども達の健やかな成長を願い、安

全・安心な環境とアフタースクールならではの

様々な体験を提供し、自立を促進するととも

に、共働き家庭等の「小 1 の壁」を解消します。 

教育・保育課 

多様なニーズを有する子どもとその家庭への支援（ひとり親・障がい・国籍等） 

27 
母子家庭等福祉医

療事業 

母子・父子家庭及び遺児の方の医療費の自己負

担額に対して助成を行っていきます。 
医療保険課 

28 ひとり親家庭相談 

ひとり親自立支援員による母子・父子及び寡婦

家庭に対する相談・指導を行い、その生活の安

定と福祉の向上、自立の支援を行っていきます。 

子育て支援課 

29 
自立支援教育訓練

給付金事業 

母子家庭の母・父子家庭の父が、指定教育訓練

講座を受講するに際して、教育訓練給付金を支

給し、職業能力の開発を支援し、母子・父子家

庭の自立を促進していきます。 

子育て支援課 

30 
高等職業訓練促進

給付金事業 

母子家庭の母・父子家庭の父が、看護師、介護

福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士など

の資格を取得するに際し、受講期間の一定期

間、訓練促進給付金を支給し、母子・父子家庭

の自立を促進していきます。 

子育て支援課 

31 児童扶養手当 

父または母と生計を共にできない、または父、

母のどちらかが極めて重度の障がいがある場合

に、児童を養育している方（父、母またはその

養育者）に児童扶養手当を支給していきます。 

子育て支援課 
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No. 事業名 内容 担当部署 

32 療育ネットワーク 

療育関係機関による連絡会議を開催し、各機関

で将来を見通した対応が出来るよう連携を図

っていきます。 

子育て支援課 

健康増進課 

障害福祉課 

学校教育課 

33 

教育センター指導

主事による教育相

談 

支援が必要な子どもや障がいのある人に、ライ

フステージや状況に応じた支援を行なう等の

ため、教育相談を行っていきます。 

教育センター 

34 特別児童扶養手当 

20 歳未満の心身に中度以上の障がいがある児

童に特別児童扶養手当を支給し在宅心身障が

い児の支援を行っていきます。 

子育て支援課 

35 
重度障害児福祉医

療事業 

心身等に重度の障がいがある児童の医療費の

自己負担額に対して助成を行っていきます。 
医療保険課 

36 
特別支援教育の充

実 

障がいのある児童生徒や、通常学級に在籍する

特別な支援を必要とする児童生徒に対して、適

切な指導及び支援を行う「特別支援教育」を進

めます。保護者、関係機関との連携を図りなが

ら、特別支援教育コーディネーター※を中心に

一人一人の教育的ニーズに応じた指導計画を

作成し、取り組みます。 

学校教育課 

37 日中一時支援事業 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳所持者で、市が必要と認める方に対し、

介護者の疾病や一時的な休息等のために、施設

において宿泊を伴わない一時預かりを実施し

ます。 

障害福祉課 

38 
障害児通所支援事

業 

児童福祉法に基づき、障がいや発達に支援が必

要な子どもに対して、児童発達支援や放課後等

デイサービス、保育所等訪問支援等の拡充に努

めます。 

障害福祉課 

39 
外国にルーツをも

つ子どもへの支援 

言語や文化の異なる家庭の子どもが円滑に教

育・保育等の利用ができるよう、保護者・施設

等にコミュニケーションに関する支援など必

要な支援を行います。 

教育・保育課 

学校教育課 
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No. 事業名 内容 担当部署 

子どもの貧困対策 

40 
生活困窮者自立支

援 

相談窓口において、相談内容により生活困窮

者自立支援法に基づく支援を行うとともに必

要に応じて関係各課につなぎます。 

福祉課 

41 
ひとり親家庭相談

支援 

保護者の経済的な問題の相談に対応し、利用

可能なサービスの案内、利用に至るまでのサ

ポートを行います。必要に応じて、法テラス

や弁護士相談につなぎます。 

子育て支援課 

42 児童家庭支援 

貧困状況にある子どもやその家庭の一部に

は、必要な制度を知らない、手続きが分から

ない、積極的に利用したがらない等の状況も

見られます。こうした家庭を早期発見し、早

急に対策を講じます。 

子育て支援課 

43 就学援助 

経済的な理由で就学が困難な児童生徒の保護

者に対して、学用品費など就学に係る費用の

一部を援助します。 

学校教育課 

44 奨学金給付事業 

経済的な事情により高等学校、大学等の学資

の支弁が困難と認められる家庭の生徒、学生

に対し、その一部を給付型の奨学金により援

助します。 

教育総務課 
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基本方針３：子育てしやすい環境づくり 

No. 事業名 内容 担当部署 

地域における子育て世代の学びや交流 

45 未就園児応援事業 

認定こども園・幼稚園では、通園していない乳

幼児に対し、親子で遊んだり、園児と触れ合っ

たり、保護者同士の交流を深めるための場を提

供しています。また、各認定こども園や保育所、

幼稚園では、子育て家庭に対し、園庭の遊具等

を開放し安全な遊び場を提供しています。 

教育・保育課 

46 乳幼児学級 
友達づくりや子育てに関する学びや情報交換

の機会を提供します。 
生涯学習課 

47 青少年施策 
キャンプなど、多様な体験や交流を図る活動の

支援を行います。 
生涯学習課 

13 

児童センター・吉

川児童館事業 

【再掲】 

ＢＰ１プログラム※や、保護者を対象とした母

親リフレッシュ教室、子育てセミナー、休日に

開催するファミリーDay や夏休み等の小学生

事業等をとおして、児童館として子どもに安

心・安全な環境で活動できる場を提供します。

さらに子育て支援拠点として、子どもや保護者

への相談支援を行います。 

子育て支援課 

15 

一時預かり保育

（児童センター） 

【再掲】 

一時的に家庭での保育が困難となる場合、ま

た、保護者の心理的・身体的負担を軽減するた

めの支援として一時預かり事業を行います。 

子育て支援課 

児童虐待の防止 

48 
子ども家庭総合支

援拠点 

子どもの虐待の発生を防止するため、身近な場

所で子どもやその保護者に寄り添って継続的

に支援する機関として、専門的な相談対応や必

要な調査、訪問等による継続的な支援の役割を

担う「子ども家庭総合支援拠点」を設置し、児

童虐待の防止と対応をすすめます。また、妊産

婦等を対象とした相談支援も行う役割がある

ため、子育て世代包括支援センターの母子保健

施策との連携、調整を図りながら運営します。 

子育て支援課 
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No. 事業名 内容 担当部署 

49 児童虐待防止事業 

被害を受けた子どもが自らＳＯＳを発信でき

るよう相談先の周知を行うとともに、保護者

や地域の大人に対して、児童虐待に対する関

心を高めるための講座等を実施します。 

子育て支援課 

50 
児童虐待防止ネッ

トワーク事業 

全学校園を訪問し、学校園の関係者（教職員

や保育士等）との顔の見える関係をつくるた

め、児童虐待防止ネットワーク事業（通称オ

レンジネットワーク）を展開し、虐待と疑わ

れる情報の把握や、早期対応につなげます。 

子育て支援課 

51 養育支援訪問事業 

児童の養育に支援が必要な家庭及び出産前に

特に支援が必要と認められる妊婦に、過重な

負担がかかる前の段階で、保健師、保育士、

ホームヘルパーの訪問による支援を実施し、

安定した児童の養育を支援していきます。 

子育て支援課 

52 

子育て短期支援事

業（ショートステ

イ事業） 

児童の保護者が疾病等によって、家庭におけ

る児童の養育が一時的に困難となった場合

や、母子が夫の暴力により緊急一時的に保護

を必要とする場合等に、児童養護施設等で一

定期間、児童を養育・保護していきます。 

子育て支援課 

53 DV 相談 

配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオ

レンス）についての相談等や、被害者の自立

支援に向けた相談体制の充実を図ります。 

配偶者暴力相談

支援センター 

子どもを事件・事故の被害から守るための活動の推進 

54 

地域で子どもを見

守る青少年補導委

員や「人の目の垣

根隊」の活動支援 

青少年補導委員及び関係機関と連携した、防

犯パトロールを推進するとともに、地域の子

どもをみんなで守るキャンペーン活動を展開

し、地域で子どもを見守るボランティアであ

る「人の目の垣根隊」の活動を支援していき

ます。 

青少年 

センター 

55 

学校情報（不審者

情報等）の携帯電

話への配信 

子どもの安全に関する情報や急激な気象変化

による登下校の安全確保等の情報を保護者の

携帯電話等に一斉配信することにより保護者

に安心感をもってもらうと共に子どもの危険

からの回避を促進していきます。 

教育センター 
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資料編 
 

１．みきっ子未来応援協議会条例 

平成１８年９月２９日 

条例第３６号 

改正 平成２７年３月３１日条例第１５号 

 

（設置） 

第１条 市民をあげて子育て支援を推進し、次の時代を担う子どもたちを健やかに育むまちづく

りを進めるため、みきっ子未来応援協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について調査審議等を行うものとする。 

（１） 三木市子ども・子育て支援事業計画の進行状況及び推進方策に関する事項 

（２） 市民協働による新たな子育て支援に関する事項 

（３） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２５条の２第２項に規定する事項 

（４） 地方青少年問題協議会法（昭和２８年法律第８３号）第２条に規定する事項 

（５） 前各号に掲げるもののほか、子育て支援を推進するために必要な事項 

（組織） 

第３条 協議会は、委員３５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

（１） 次に掲げる団体から推薦を受けた者 

ア 福祉関係団体 

イ 健康・医療関係団体 

ウ 教育関係団体 

エ 子育て支援に関係する団体 

オ 自治会等地域活動団体 

（２） 公募による者 

（３） 関係行政機関の代表者 

３ 委員の任期は２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨

げない。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長２人を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（専門委員） 

第５条 協議会に、専門事項の調査審議等を行わせるため必要があるときは、専門委員を置くこ
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とができる。 

２ 専門委員は、関係行政機関の職員及び学識経験者のうちから市長が委嘱又は任命する。 

３ 専門委員の任期は、当該専門事項の調査審議等が終了したときまでとする。 

（部会） 

第６条 第２条の所掌事項を分掌させる必要があるときは、協議会に部会を置くことができる。 

（幹事） 

第７条 協議会に幹事若干名を置く。 

２ 幹事は、関係行政機関の職員及び市職員のうちから市長が委嘱又は任命する。 

３ 幹事は、会長の命を受けて所掌事項について委員及び専門委員を補佐する。 

（補則） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則（略） 
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２．みきっ子未来応援協議会 委員名簿 

◎：会長 ○：副会長 （敬称略） 

No 氏 名 所 属 等 

１ ◎梶  正 義 関西国際大学人間科学部人間心理学科 准教授 

２ 三 宅  仁 見 三木市区長協議会連合会 会計 

３ 
○山 根  寛 美※ 三木市連合ＰＴＡ 副会長 

○田 中  美 幸※※ 三木市連合ＰＴＡ 副会長 

４ 中 尾  将 浩 三木市子ども会育成会連絡協議会 副会長 

５ ○八 木  和 子 三木市女性団体連絡協議会 会長 

６ 西 垣  幸 子 三木市老人クラブ連合会 女性部長 

７ 
石 田  寛※ 三木市社会福祉協議会 事務局長 

赤 松  宏 朗※※ 三木市社会福祉協議会 事務局長 

８ 益 田  俊 幸 三木市連合民生委員児童委員協議会 児童部会長 

９ 来 住  哲 州 三木市保育協会 自由ケ丘認定こども園長 

10 米 村  弥 生 三木市立幼稚園・認定こども園長会 三樹幼稚園長 

11 
今 枝  弘 子※ 三木市小学校・特別支援学校長会 口吉川小学校長 

稲 葉  泰 三※※ 三木市小学校・特別支援学校長会 三樹小学校長 

12 計 倉  哲 也 三木市中学校長会 星陽中学校長 

13 本岡 加代子 公募委員 

14 岡 本  典 子 公募委員 

15 吉 永  芳 枝 公募委員 

16 神 吉  知 子 公募委員 

17 岸 本  久 男 公募委員 

18 浅 和  直 子 公募委員 

19 田 中  啓 規 公募委員 

※：平成 30 年度のみ  ※※：令和元年度のみ  
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３．みきっ子未来応援協議会 子育て環境部会 委員名簿 

◎：部会長 ○：副部会長 （敬称略） 

No 氏 名 所 属 等 

1 ◎黒 井  一 寿 三木市社会福祉協議会 事務局次長 

２ 

○金 井  友 洋※ 三木市子ども会育成会連絡協議会 理事 

○稲 村  和 子※※ 三木市子ども会育成会連絡協議会 理事 

３ 八 木  和 子 三木市女性団体連絡協議会 会長 

４ 本岡 加代子 公募委員 

５ 岡 本  典 子 公募委員 

６ 吉 永  芳 枝 公募委員 

７ 神 吉  知 子 公募委員 

８ 岸 本  久 男 公募委員 

９ 田 中  啓 規 公募委員 

※：平成 30 年度のみ  ※※：令和元年度のみ 
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４．用語集 

 

アセスメント（p26） 

関連する情報を収集し、予想されるリスクや課題について評価・判定を行うこと。 

 

合計特殊出生率（p5 等） 

ひとりの女性が一生の間に出産する子どもの平均人数を推定する値で、15 歳から 49 歳までの

女性の出生率を合計したものをいう。人口統計上の指標として将来の人口予測などに用いられて

いる。 

 

子育て世代包括支援センター（p19等） 

少子化対策・子育て支援対策において、妊娠・出産・育児期に対する支援を切れ目なく実施す

ることを目的として創設された機関。保健師等の専門職を配置して、妊娠・出産・子育てに関す

る様々な相談に対応し、必要に応じて支援プランの策定や地域の保健・医療・福祉の関係機関と

の連絡調整を行う。 

 

子育て支援コーディネーター（p43） 

妊娠中の母親や子育て中の保護者と子どもに対し、それぞれの家族の個別の状況を踏まえて、

必要に応じた教育・保育事業や子育て支援事業を利用できるよう、相談・助言を行ったり、必要

に応じて関係機関との連絡調整を行うもの。 

 

子ども家庭総合支援拠点（p26 等） 

児童福祉法の改正により、市町村においては「児童及び妊産婦の福祉に関し、実情の把握、情

報の提供、相談、調査、指導、関係機関との連絡調整その他の必要な支援を行うための拠点の整

備に努めなければならない（児童福祉法第 10 条の二）」ことが定められたことから、各自治体が

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象として、相談支援や地域の資源・サービスにつなげるソー

シャルワークを提供する拠点となる施設として設置するもの。 

 

自然動態（p8） 

一定期間における出生・死亡に伴う人口の動きのこと。 

 

社会動態（p8） 

一定期間における転入・転出に伴う人口の動きのこと。 

 

スクールカウンセラー（p23） 

心の専門家として、暴力行為、いじめ等の問題行動、不登校等の未然防止や早期発見・早期解

決を図るため、児童生徒へのカウンセリングや保護者、教職員に対する助言・援助を行うもの。 

 



53 

スクールソーシャルワーカー（p23） 

特に子どもの家庭環境に起因する問題に取り組むため、社会福祉的な立場から教職員への指導

や助言をしたり、保護者のケアをしたりするなど、子どもを取り巻く環境に働き掛けるとともに、

関係機関の連携・仲介・調整等に従事する専門家。 

 

地域子育て支援拠点事業（p19 等） 

地域の子育て支援の拠点として、就学前の子どもとその保護者が遊び、交流するスペースの提

供や、子育て相談、子育て情報の提供などを行う事業で、子育て中の保護者の孤立の防止や負担

感の軽減を図っている。三木市においては、児童センターと吉川児童館の２か所で実施している。 

 

特別支援教育コーディネーター（p44） 

障がいのある子ども一人一人の教育的ニーズに応じて適切な支援が行われるよう、支援の必要

な子どもへの指導・支援方法についての情報提供や学校内における支援体制の整備、保護者相談、

関係機関との連携等に携わるもの。 

 

ＢＰ１プログラム（p41等） 

「親子の絆づくりプログラム」の愛称。０歳児と保護者が一緒に参加して学習・交流する子育

て支援プログラム。 

 

放課後子ども教室（p24） 

放課後や週末に子どもの居場所をつくるため、主に学校の校庭や教室を活用して、地域住民の

協力によって学習活動や各種の体験活動を行う取組。放課後児童健全育成（アフタースクール）

事業とは異なり、保護者の就労状況に関わらず、すべての子どもが対象となる。 

 

 

三木市就学前教育・保育共通カリキュラム（p22等） 

認定こども園・保育所・幼稚園のどこであっても、ひとしく質の高い教育・保育を実践してい

くために、三木市独自の就学前教育・保育の共通カリキュラムとして策定したもので、基本方針

と重点内容、年齢別のカリキュラムについて記載している。 

 

労働力率（p13等） 

労働力人口（就業者数と完全失業者数の合計）が 15 歳以上の人口に占める割合。
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